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森林の持つ県土の保全や水源の涵養、二酸化炭素の吸

収源などの公益的機能を持続的に発揮させるためには、

森林整備と森林資源の循環利用を進める必要がある。 
しかし、森林整備を担うべき森林組合等は、就労者の

減少や高齢化により担い手不足となっており、今後、森

林所有者から求められる造林、間伐等の森林整備や、治

山事業等の公共事業への対応に支障が出てくる恐れが

ある。 
そのため、森林組合等の人材の育成・確保対策を推進

する必要があるが、各森林組合の事業区域が複数市町に

またがっているため、市町ごとに推進を図ることでは対

応に限界がある。 
以上のことから県と市町が連携して対策を講じる方

がより効果的と考え、県・市町連携による森林整備の担

い手育成・確保対策の実施に向けた取組みを行うことと

した。 

 

 
（１）現状 
 森林整備と資源の循環利用を進めていく必要がある

人工林の現状を見てみると、本県の主要な人工林である

ヒノキの資源状況は、7齢級以上が約8割を占めており、

利用期を迎えている。（図―1） 

 

 

 

 

 

 

 

ヒノキの材積は年々増加しており、令和2年度は25年

前の平成 7年度と比べて 2倍以上、7齢級以上では 3倍

を超える材積となっている。（図―２） 

 
 
 
 
 
 

 
 
一方で、森林整備の担い手である森林組合等の作業班

員数は、平成７年度の 294 人から、令和４年度には 101

人と、この30年間で三分の一に減少している。（図―３） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（２）取組内容 
森林整備の担い手である森林組合等の人材の育成・確

保に必要な事業を協議する「かがわ森林整備担い手対策

協議会」を、県、16市町（直島町を除く）、香川県森林組

合連合会を委員として、令和４年３月に設立し、森林環

境譲与税の活用や森林整備の担い手対策を協議するこ

ととなった。 

協議会は、令和４年度には４回、令和５年度には５回
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図―１ 香川県の林齢別ヒノキ林面積（森林・林業政策課調べ） 

図―２ 香川県のヒノキの材積の推移（推計値）（森林・林業政策課

 

図―３ 森林組合等の作業班員の人数の推移 
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開催し、令和６年度からの事業実施を目指して協議を進

めてきた。 

（３）成果 
令和４年度は、森林整備を担うべき森林組合等の現状

と課題について、県と各市町で概ね共通認識を持つこと

ができた。 
令和５年度は、協議会で取り組む担い手育成・確保の

目標設定（表－１）、事業の内容や実施方法、県と市町の

役割分担など事業の実施に向けた様々な意見を整理し、

令和６年度から「かがわの森林を守り育てる人づくり事

業」として、「山で働く人を増やす」、「山で働く人を活か

す」、「山で働く人を支える」という 3つの対策をスター

トすることとなった。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
また、行政と森林組合等の林業事業体で共通認識を持

って、それぞれの立場で取組みを進めるために、森林組

合等の経営改善に向けた講演会を開催し、他県の取組事

例等を紹介した。（写真－１） 

 
 
 
 
 

 
 
 
（４）課題 
今回、協議会で取り組む担い手育成・確保の目標とし

て、作業班員数の増加を指標として設定するにあたり、

最近の新規就業者数と退職者数の推移を詳しく調べて

みたところ、平成 30 年度から令和 4 年度の 5 年間に新

たに 54 人が就業しているものの、63 人が退職している

ため、作業班員の増加には至っていなかった。さらに、

退職者の内訳を見てみると約9割が中途離職しているこ

とが明らかとなった。定着率の向上は、重要な課題であ

り、対策が必要だと認識した。 

 

 

普及の成果としては、森林整備の担い手の現状と課題

について県・市町で共通認識を持ち、令和６年度から「か

がわの森林を守り育てる人づくり事業」としてスタート

することができた。また、KPI（目標）を設定することで

課題と対策を明確化できた。 

今後は、全県的な取組みとして効果的な対策となるよ

う、令和６年度の事業実施と並行して、森林組合等と経

営改善や雇用の確保目標について意見交換するなどの

取組みを進め、協議会においても引き続き事業の効果と

課題を整理し、令和７年度以降の事業計画や費用負担つ

いて議論を深めていきたい。 

３ 今後取組むべき内容   

表―１ 協議会で取り組む担い手育成・確保の目標設定 

写真―１ 森林組合等の経営改善に向けた講演会 


